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ロシアにおける食料安保戦略、農産物貿易 

 

はじめに 

 

 1990年代の経済低迷期には、ロシア政府には食料安保戦略や農産物貿易に注意を向ける

余裕がなかったように思われるが、2000年以降、石油価格の高騰という追い風を受け経済

が目覚しい復興をとげるのと歩調をあわせるような形で、同政府の食料安保戦略（農業振

興策もしくは国内農業保護政策）および農産物貿易への関心度が高まっているように思わ

れる。 

 

たとえば、2001年ごろから国家が国内穀物市場での売買介入を行なうケースや、小麦や

大麦に輸出関税（季節関税）を課すケースが目立ち始めている。また、粗糖に関しては、

国内生産者の保護を目的として 2001 年から輸入割当制度が導入された。さらに、食肉に

関しても 2003年から輸入割当制度が導入されている。その他、2006年からは、ロシア連

邦国家プロジェクト「農工コンプレクスの発展」に基づき（2005年末にプーチン大統領が

発表した 4 つの優先的国家プロジェクトのうちのひとつ）、投資プロジェクト実現のため

に農業企業が獲得した融資の金利の一部を国が負担するという補助金制度が導入されてい

る。明らかに、そこには、農業分野を保護し育成しようというロシア政府の意志が感じ取

れる。最近になり、ロシア政府は穀物オペック構想や国営穀物輸出会社設立構想などを打

ち出し、穀物をエネルギーとならぶロシアの戦略的輸出品として位置づけようとする姿勢

を明確にしているが、この動きもまたロシア政府にとっての農業分野の重要性の高まりを

示す事例だと解釈しうる。 

 

本稿では、穀物、畜産、砂糖用甜菜、採油植物の各部門を例として取り上げ、ロシア政

府が打ち出している農業振興策や貿易上の保護政策の実態を検証することにより、同政府

の食料安保戦略の輪郭を浮き彫りにしたいと考えている。また、ロシアの食料安保戦略に

今後重大な影響を及ぼすと考えられる、内外の大手資本による農地買収の動きについても

言及したい。 

 

１．穀物分野の生産動向 

 

1） 概況 

 ロシアの農業分野の最大の特徴のひとつは家庭菜園で栽培される農産物の割合が非常に

大きいという点である。ロシア連邦統計庁の数字によれば、2006年時点で農産物全体の 5

割以上を占めている。ジャガイモに至っては、全体の 9割以上が家庭菜園で栽培されたも
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ので占められている。ただ、穀物に関しては、農業企業のシェアが圧倒的に高く、2006

年時点で約 8割に達していた（残りの約 2割は個人農場により占められており、家庭菜園

のシェアは 1％強となっている）。また、ひまわりの種や砂糖用甜菜についても農業企業の

シェアが非常に高くなっている。さらに、今はシェアが約半分程度になっているが、ソ連

末期の 1990年時点では畜産物についても農業企業のシェアは 7割を超えていた。 

 

 ソ連解体後、家庭菜園での栽培が中心となっているジャガイモや野菜の収穫量はほとん

ど落ち込まなかったが、農業企業での栽培が中心となっている作物の播種面積および収穫

量は、利益率が非常に高いといわれるひまわりの種等の一部の例外を除き、全般的にかな

り大幅に減少した。その原因としては、①農業企業の経営効率の悪さ、②ソ連解体後に国

家からの補助金の規模が激減したこと、③ロシア政府が食品の国内価格の抑制策を打ち出

したこと、④食品の輸入関税率が全般的に低く抑えられたこと等が考えられる。 

 

 穀物も例外ではなく、ソ連解体後の 1994 年ごろから収穫量が減少傾向に転じ始め、そ

の傾向は 1999 年ごろまで続いた（但し、例外的に豊作だった 1997 年は除く。表 1）。特

に、経済危機が勃発した 1998年は記録的な不作で、収穫量は 4,790万 tにとどまった。 

 

表 1 ロシアの穀物収穫量の推移 

（単位 100万 t） 

 1986-90(1) 1991-95(1) 1996-00(1) 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

穀物全体 

小麦 

ライ麦 

ﾄｳﾓﾛｺｼ 

大麦 

ﾊﾄ麦 

キビ 

ｿﾊ（1,000t） 

ｺﾒ（1,000t） 

マメ科穀物 

104.3

43.5

12.4

3.3

24.1

12.6

2.1

643

1,054

4.4

87.9 

38.2 

8.7 

1.8 

23.7 

10.5 

0.9 

782 

640 

2.5 

65.2

34.3

5.4

1.4

14.2

6.6

0.8

632

432

1.3

85.2

47.0

6.6

0.8

19.5

7.7

0.6

574

497

1.8

86.6

50.6

7.1

1.6

18.8

5.7

0.3

302

490

1.8

67.2

34.1

4.1

2.1

18.0

5.2

1.0

525

451

1.6

78.1

45.4

2.9

3.5

17.2

5.0

1.1

650

471

1.9

78.2 

47.7 

3.6 

3.2 

15.8 

4.6 

0.5 

606 

575 

1.6 

78.6 

45.0 

3.0 

3.6 

18.2 

4.9 

0.6 

866 

686 

1.8 

81.8

49.4

3.9

3.9

15.6

5.4

0.4

1,004

709

1.3

（注）（1）1986～1990年、1991～1995年、1996～2000年は年平均値。 

（出所）ロシア連邦統計庁。 

 

しかし、石油価格の高騰に伴い経済状況が改善されはじめた 2000 年ごろから、穀物の

収穫量の増加傾向ならびに安定化傾向が顕著となっている。これは、播種面積の微減傾向

もしくは横ばい傾向は続いているものの、単位面積あたりの収穫量が 2000 年以降、顕著

に改善されたためである（表 2）。単位面積あたりの収穫量が増加したのは、この頃から大
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手の農業企業を中心に、肥料や機材の投下量が急激に増加したためだと推測される。穀物

栽培における 1ha当たりの化学肥料の投下量を例にとれば、1995年時点で 16kgだったも

のが 2000年には 20kgに達し、2006年には 30kgを超えている（ロシア連邦統計庁発表

の数字）。 

 

 さらに、特に 2008 年は、内外市場での穀物価格の高騰傾向を背景に各農業企業が播種

面積ならびに投資額を増やしたため記録的な豊作となり、ロシア農業省のアンドレイ・ス

レプネフ次官によれば 2008年 11月 1日時点で収穫量は 1億 360万 tに達したとされてい

る（「ヴェードモスチ」紙、2008.11.25）。 

 

表 2 ロシアの穀物の播種面積と単位面積（ha）当たりの収穫量の推移 

（単位 1,000ha） 

 1990 1995 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 

播種面積 

単位収穫量 

（c/ha） 

63,068 

… 

 

54,705 

13.1 

 

47,241

19.4

47,474

19.6

42,195

17.8

43,745

18.8

43,785 

18.5 

 

43,357 

18.9 

 

44,417

19.8

（出所）ロシア連邦統計庁等。 

 

ただ、記録的な豊作に加え、世界的経済危機や石油の国際価格の急落という要因が重な

り内外市場での穀物価格が下落し始めている関係で、今後、穀物の播種面積の縮小（但し、

秋播の穀物の播種面積は 1,600 万 ha とほぼ前年並みであった）や農薬や肥料の投下量の

削減が実施される可能性が高く、2009年のロシアの穀物収穫量は減少するとの見方が関係

者の間では強くなりつつある。たとえば、ロシアの農業専門調査機関、IKARの専門家は、

2009 年の穀物の収穫量は 8,000 万 t 前後となるとの予測を行なっている（BMF.ru、

2008.11.25）。 

 

2） ロシアにおけるバイオ燃料生産の動き 

 現在、穀物を主原料とするバイオ燃料が世界的に注目を集めているが（周知のとおり、そ

のことが、つい最近までの穀物価格の高騰の一因となったわけだが）、産油国であるロシア

でも一時バイオ燃料に対する関心が高まっていた。一説によれば、2007年夏時点で 20以

上のバイオ燃料生産工場建設計画が存在していたといわれている（「アグロインヴェストル」

誌、2007.4）。ただ、主原料となる穀物価格が高騰したことに加え、ロシア政府がバイオ

燃料の生産プロジェクトへの具体的支援策を打ち出していないこともあり、多くのプロジェ

クトが計画段階で頓挫してしまっている。より具体的にいえば、計画は発表したものの、経

済的合理性が見出せないという理由で、計画が中止もしくは無期延期されるケースが目立っ

ている。たとえば、イスラエルの Agrotop、ロシアの Vipoil-agro、バシネフチ・ユーグ、

アストン、エクストラシブ、ユグトタンジットセルビス等は、2006年から 2007年前半に
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かけ次々とバイオ燃料生産プロジェクトを打ち上げたが、いずれも最近になりプロジェクト

を凍結する意向を表明している（表 3）。現時点で、実現の可能性が残っているプロジェク

トは以下の通りである。 

 

表 3 ロシアにおけるバイオ燃料生産プロジェクト 

会社名 地 域 
生産能力 

（1,000t）

投資額 

（100万€） 
現 状 

Agrotop(1) 

アストン(1） 

バシネフチ・ユーグ(1) 

Vipoil-agro(1） 

Direktホールディング(1) 

メガシンテズ(1) 

PAVA(1） 

ルスビオヂーゼル(2) 

チタン(1） 

エクストラシブ(1) 

EFKO（2） 

ユグトランジット(1) 

ペンザ州 

ロストフ州 

ロストフ州 

ｳﾞｫﾙｺﾞｸﾞﾗｰﾄﾞ州 

リペツク州 

タンボフ州 

アルタイ地方 

クラスノダル地方 

オムスク州 

トムスク州 

クラスノダル地方 

ロストフ州 

n.a 

250 

250 

300 

300 

250 

100 

100 

150 

15 

10 

n.a 

115 

100-120 

130 

320 

320 

220 

150 

17 

150 

8 

6-9 

80-120 

凍結 

凍結 

中止 

中止 

敷地を選択中 

敷地を選択中 

敷地を選択中 

文書の作成中 

文書の作成中 

凍結 

凍結 

中止 

（注）（1）バイオエタノール生産プロジェクト、（2）バイオヂーゼル生産プロジェクト。 

（出所）「アグロインヴェストル」誌、2008.4. 

 

（1）チタン社のプロジェクト 

 ロシアのチタン社は約 1億ドルを投下してカザフスタンに年間生産能力 5万 7,000tのバ

イオ燃料工場「ビオヒム」（原料は小麦とトウモロコシ）を建設し、2006年 9月から稼動

を開始しているが、現在、ロシアのクラスノダル地方に同様の工場（年間生産能力 15万 t、

原料は小麦とトウモロコシ）を建設する計画に取り組んでおり、2008年中に建設を開始す

る予定になっている。総工費は約 70億ルーブルで、事態が順調に推移すれば 2009年末ご

ろに稼動を開始することになっている（「ヴェードモスチ」紙、2007.9.20）。産油国であ

るロシアでは、今のところバイオ燃料の国内需要の急激な高まりは見込めないので、生産さ

れるバイオ燃料の殆どすべてが輸出される予定となっている（主要な輸出先としては、EU

諸国と中国が想定されている）。 

 

（2）LIPOILのプロジェクト 

 LIPOIL は、ロシアのリペツク州を拠点とする大手農業関連企業 4 社（ZeROS、アグロ

ヒム、ルーシアグロ、センツォヴォ・アグロスナブ）が共同で設立したプロジェクト・カン
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パニーで、菜種油の生産工場（年間生産能力 10万 t）を 2008年中に建設する計画に取り組

んでいる。同工場で生産された油は、バイオ燃料用の原料としてオーストリア、ドイツおよ

びデンマークに輸出される予定となっている。原料となる菜種は、LIPOILの出資者である

4社が保有するリペツク州内の農場で栽培されることになっており、すでに 2007年から栽

培が開始されている（「アグロインヴェストル」誌、2007.12.）。 

 

（3）メタシンテズ 

 同社は、2億 2,000万ユーロを投下してタンボフ州に年間生産能力 25万 tのバイオ燃料

工場を建設する計画を 2008年 3月に発表している。 

 

（4）ルスビオヂーゼル 

 同社は、菜種を原料とする年間生産能力 10万 tのバイオ燃料工場を建設する計画を 2007

年春に発表した。その後、計画は部分的に変更され、現在、マグドナルド等から出される廃

油を使用したバイオ燃料の生産の可能性が検討されている。 

 

（5）PAVA 

 2007 年 12 月に同社は、アルタイ地方にバイオエタノールの工場を建設する計画を発表

した。工場の生産能力は当初年間 10万 tで後に 20万 tに増強される予定となっている（プ

ロジェクト総額は約 2 億ユーロ）。PAVA 社によれば、生産されるバイオエタノールは全

量輸出される予定となっている。 

 

２．穀物の貿易動向 

 

1） 概況 

 表 1からもわかる通り、ソ連時代と比較するとロシアの穀物収穫量は減少しているが（た

だし、既述の通り、2008年の収穫量はソ連時代末期の水準に達した）、ソ連解体後に内需

が激減した関係で輸出余力は増加している。内需の激減の主因は、ロシアの畜産業の衰退

である。たとえば、牛の頭数はソ連時代末期の 1990年末時点で 5,700万頭だったものが、

2002年末には 2,490万頭にまで落ち込み、減少傾向（あるいは横ばい傾向）は今も続いて

いる。また、最近回復傾向にはあるものの、豚の頭数も家きんの羽数も依然としてソ連時

代末期の水準の約半分もしくはそれ以下となっている。その他、2000年以降のロシアの経

済成長に伴い、ロシア人の食生活が多様化し、主食のパンや麺類（マカロニ製品）の消費

量が減少傾向にあることも、穀物の国内消費量の停滞に一定の貢献をしているといわれて

いる。 

 

 以上のような状況を背景に、穀物の収穫量の増加並びに安定化傾向が顕著となった 2001
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年以降、ロシアは穀物のネットでの輸出国となっている。特に、豊作であった 2002～2003

年にかけての穀物年（7月 1日から翌年の 6月 30日まで）には、1,850万 tもの穀物が輸

出された。2003 年が不作であったため、一時輸出量が 1,000 万 t を下回ったが、ここ 3

年連続で 1,200万 t以上の水準を維持している（表 4）。 

 

表 4 ロシアの穀物の輸出入量の推移（各穀物年別） 

（単位 100万 t） 

 1999/00 2000/01 01/02 02/03 03/04 04/05 05/06 06/07 07/08

輸 出 

輸 入 

0.7 

8.1 

1.3 

2.7 

7.3 

1.8 

18.5 

 1.3 

7.3 

2.4 

9.1 

2.4 

12.5 

 2.3 

12.2 

 1.6 

12.65

… 

（出所）IKAR等。 

 

特に 2007 年 7 月からの穀物年は、穀物の国際価格が高騰した関係で(1)シーズンの当初

から輸出量が急増し、2007年 7～11月末までの輸出量は前年同期比 63％増の 980万 tに

達した（「ヴェードモスチ」紙、2007.12.5）。このような状況を受け、ロシア政府は、輸出

の急増により国内市場において穀物の品不足感が生じ国内価格が高騰する、という事態を

回避するために、2007 年 11 月 12 日から小麦と大麦に対する輸出関税を導入した（前者

は 10％、後者は 30％）。しかし、穀物輸出の主力である小麦（2005～2006年の穀物年の

場合、輸出の 8割強が小麦であった）の輸出関税率が 10％と低めに設定されたため、この

輸出制限措置は充分な効果を生まなかった。穀物の輸出量は例年をむしろ上回り、2007

年 7～12月末で 1,200万 tを超えた。このため、ロシア政府は 2007年 11月下旬に、穀物

の輸出量が 1,250万 tを超えた段階で小麦の輸出関税率を大幅に引き上げる意向を表明し

た。新しい輸出関税率は結局 2008年 1月 29日から導入され、小麦の輸出関税率はそれま

での 10％から一挙に 40％に引き上げられた。その結果、2008年 2月以降、ロシアの穀物

輸出量は激減した。ピークであった 2007年 10月には 330万 tも輸出されていたものが、

2008年 2月の輸出量はわずか 14万 tにとどまった（「カンパニヤ」誌、2008.4.7）。もっ

とも、一部情報によれば、小麦粉の輸出は急増し、シーズン当初から 2008 年 3 月初めま

での輸出量は前年同期の約 2倍の 23万 t（小麦換算）に達したといわれている（上掲「カ

ンパニヤ」誌）。 

 

通常の穀物年であればシーズンの終わり（6 月末）頃まで輸出が行なわれるのが普通だ

が、2007 年 7 月からの穀物年は、前半の 7カ月間で 1年分の輸出が行なわれたと考えて

よいであろう。ちなみに、この穀物の輸出制限策は小麦の国内価格の安定化にはつながら

ず、国際価格の高騰（ピークは 2008 年 3 月ごろであった）に引きずられるような形で、

                                                  
(1) 2008年1月末に40％の輸出関税が導入され、小麦の輸出が事実上不可能になる直前の段階で、ロシアの

小麦（4等級）の輸出価格はt当たり370ドルに達していたといわれている（「セクレート・フィルムィ」誌、

2008.8.19）。 
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40％の輸出関税が導入された 2008年 1月末以降も小麦の国内価格は上昇し続け、ピーク

の同年 4月中旬には 1tあたり 9,575ルーブル（4等級の小麦の価格）という高値を記録し

た（「アグロインヴェストル」誌、2008.6）。もっとも、その後、小麦の国内価格は下降カ

ーブを描いており、2008年 12月時点では 1tあたり 4,000ルーブルを切っていた（「RBK

ディリー」紙、2008.12.4）。 

 

 上記の輸出関税導入措置は 2008年 7月 1日以降の新しい穀物年においても引き続き適

用される可能性があったが、2008年 5月末にゴルジェーエフ農相は、（穀物の）豊作が予

測されることを理由に掲げ、輸出制限措置の延長を行なう意向がないことを表明した。こ

の決定を受け、2008年 7～8月の 2カ月で 400万 t（うち小麦が 350万 t、大麦が 50万 t）

というシーズン当初としては記録的な量の穀物が輸出された。また、9 月の輸出量も 250

万 tに達した（「エクスペルト」誌、2008.No.42）。その後、国際市場での穀物価格の急落

傾向が顕著になったため 10～11 月は輸出量が半減したが、後述するように、大豊作によ

る国内市場での穀物価格の値崩れを恐れるロシア政府が、前年とうってかわって穀物の輸

出促進策を明確に打ち出しているので、通年では（2009年 6月末までに）2,000万 t以上

の穀物が輸出される可能性が高いとみられている。 

 

2） 主要な輸出入相手国 

 2007年（暦年）のロシアの主要相手国別の小麦および大麦の輸出量を表 5と表 6で紹介

しておく。これらの表からもわかる通り、ロシアの小麦の主要な輸出先はエジプト、チュ

ニジア等のアフリカ諸国、インド、バングラデシュ等のアジア諸国となっている。その他、

欧州（イタリア、ギリシャ等）、旧ソ連諸国（グルジア、アルメニア、ウクライナ等）、中

近東への輸出も多くなっている。また、大麦の方も、やはり中近東、アフリカ、旧ソ連諸

国が主要な輸出先となっている。 

 

ロシア産の穀物が日本に輸出されることはこれまでなかったが、2007年春に国際的な穀

物トレーダーであるグレンコアのロシア現地法人（国際穀物会社）が、史上初めて、ロシ

ア産の飼料用大麦 5万 7,000tを日本に輸出した（「ヴェードモスチ」紙、2007.6.29）。こ

の納入はスポット契約に基づくものなので、今後も定期的にロシア産の穀物が日本に輸出

されるかどうかは微妙だが、国際穀物会社サイドは可能であれば今後も日本への輸出を行

ないたいとの意向を示している（上掲「ヴェードモスチ」紙）。 

 

表 4が示すように、ロシアには毎年 100万～200万 tの穀物が輸入されているが、その

過半はカザフスタンから輸入される小麦により占められている（表 7）。カザフスタンから

輸入される小麦の大半は食用の小麦（3等級）で、主としてロシアの東部地域に納入され 
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表 5 2007年（1）の小麦（2）（メスリンを含む）の主要相手国別の輸出量 

輸出相手国 
輸出量 

（t） 

輸出額 

（1,000ドル） 

エジプト 

インド 

トルコ 

バングラデシュ 

アゼルバイジャン 

グルジア 

イタリア 

イエメン 

パキスタン 

ギリシャ 

イスラエル 

タンザニア 

ケニヤ 

アルバニア 

チュニジア 

リビア 

レバノン 

ウクライナ 

その他 

3,871,571

1,242,272

1,117,288

603,246

425,123

440,231

633,522

433,032

128,786

403,473

522,421

175,612

221,301

239,464

702,515

594,643

292,672

292,694

2,104,241

964,820.1 

333,223.1 

265,436.6 

134,721.9 

97,568.5 

109,585.8 

148,520.9 

89,014.8 

41,182.0 

100,184.9 

123,624.4 

43,596.3 

63,108.8 

57,563.8 

179,897.7 

155,937.7 

72,023.0 

82,031.3 

546,691.6 

合 計 14,444,107 3,608,733.2 

（注）（1）暦年なので表 4の数字とは食い違う、（2）ここには硬質小麦の数

字は含まれていない。 

（出所）ロシア連邦国家関税局 2007年通関統計。 

 

ている。その他、ウクライナからは飼料用のトウモロコシが、EU からはビール醸造用の

大麦が輸入されている。 
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表 6 2007年の大麦の主要相手国別輸出量 

輸出相手国 
輸出量 

（t） 

輸出額 

（1,000ドル） 

サウジアラビア 

ヨルダン 

チュニジア 

イスラエル 

アラブ首長国連邦 

日 本 

カザフスタン 

ウクライナ 

クウエート 

シリア 

その他 

874,083

247,944

183,101

95,232

63,000

57,400

54,464

47,936

46,292

34,224

168,086

1,91,657.8 

58,118.4 

40,192.7 

20,321.7 

10,464.2 

11,106.9 

16,442.8 

12,362.7 

11,457.1 

6,010.8 

38,348.0 

合 計 1,872,762 416,483.1 

（出所）ロシア連邦国家関税局 2007年通関統計。 

 

表 7 2007年（1）の小麦（2）（メスリンを含む）の主要相手国別輸入量 

輸入相手国 
輸入量 

（t） 

輸入額 

（1,000ドル） 

カザフスタン 

ウクライナ 

ドイツ 

フランス 

その他 

464,689

314

223

148

63

72,830.0 

180.1 

226.8 

202.2 

15.9 

合 計 465,437 73,455.0 

（注）（1）暦年なので表 4の数字とは食い違う、（2）ここには硬質小麦の

数字は含まれていない。 

（出所）ロシア連邦国家関税局 2007年通関統計。 

 

 

3） 穀物分野での国家政策 

（1）穀物に関連した関税措置および国家介入の事例 

 穀物のネットの輸出国になってから、ロシア政府が穀物の国内価格の安定化のための

様々な措置をとるケースが目立っている。より具体的に言えば、穀物の国内価格が下落し

た場合には、市場での買い介入を行い、価格が上昇した場合には、市場での売り介入措置

や穀物の季節関税（輸出税の導入もしくは輸入関税の低減）導入措置をとるというケース
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が目立つ。たとえば、穀物の不作のため国内市場で品不足感が高まった 2003年末～2004

年夏にかけては、①穀物の輸入関税（5％）の一時的（2003 年 12 月から 9 カ月間の）撤

廃、②小麦と大麦を対象とした t当たり 25ユーロの季節（2004年 1月から 5月 1日まで）

輸出関税の導入、③国内市場での国家による穀物売り介入（2004年春）といった穀物国内

価格の上昇を抑えるための措置が立て続けに実施された。また、豊作で穀物の国内価格の

下落傾向が見受けられた 2005年 9月～2006年 1月には、逆に国家による穀物の買い介入

（市場価格よりも高い価格で国家が穀物を買い取るという措置）が実施された。 

 

 そして、既述の通り、穀物の国際価格の高騰傾向に引きずられるような形で国内価格の

上昇傾向が顕著となった 2007年秋～2008年 1月にかけ、2003年末～2004年夏にかけて

とられたのと同じような措置が講じられた。具体的に言えば、2007年 11月 12日～2008

年 6 月末まで、小麦と大麦に季節関税が課せられることになった。その他、政府は 2007

年 10月末ごろから穀物の売り介入措置も開始している（「ヴェードモスチ」紙、2007.11.1）。 

 

 2008 年 7 月からの穀物年は記録的な豊作が予測されていたことから、ロシア政府は国

内市場での穀物価格の下落を阻止するため、2008年春の段階で穀物の買い介入を実施する

意向を表明していた。具体的には、小麦の国内価格が一定の水準を下回った場合（2）に買

付けを開始し、2008 年 7 月からの穀物年に最大で 700 万～800 万 t の買付けを実施する

可能性があることをロシア政府側は表明していた（「コメルサント」紙、2008.7.2）。なお、

様々な情報から判断して 2008 年 7 月以降、国家による穀物の買い介入が実施されている

のは確実だが、具体的な介入規模に関する情報は入手できなかった。 

 

その後、既述の通り、2008年 10月以降に穀物の輸出量が減少し始めたため、国内市場

への穀物の過剰供給による値崩れを恐れたロシア政府は、穀物輸出への資金援助策も検討

しはじめた。資金援助は、輸出補助金の給付、鉄道輸送費の割引、港で積み替えコストの

割引等の形で具現化され、農業省の試算によれば援助額の合計は輸出される穀物１t につ

き 1,400ルーブル以上に達するとされている（「ヴェードモスチ」紙、2008.11.25）。当初

は、穀物の輸出業者すべてが支援の対象になると目されていたが、最新の情報（「RBKデ

ィリー」紙、2008.12.4）によれば、支援対象企業は入札方式で選定される可能性が高くな

ったようである。 

 

（2）穀物オペック構想について 

ゴルジェーエフ農相は 2007年 6月頃から、穀物の内外価格を安定させることを目的とし

                                                  
(2) 2008年春の段階では、3等級の小麦については国内価格が1t当たり約5,100ルーブルにまで落ち込んだ

とき、4等級の小麦については同4,800～4,900ルーブルにまで落ち込んだ時に買付け介入を実施するとさ

れていた。しかし、その後、2008年11月から3等級の小麦については1t当たり5,500ルーブルを介入の基

準とするとの修正が行われた（「RBKディリー」紙、2008.10.27）。 
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て穀物オペックを設立する必要性を公式の場で主張するようになった。そして、2007年 8

月になり、同農相は「穀物オペック設立構想にはウクライナとカザフスタンが賛意を示して

いる。米国もこの構想に関心を示しているし、近々、オーストラリアともこの構想について

協議する予定だ」という主旨の、穀物オペックの設立が間近いとの印象を抱かせる発言を行

い、世界的な話題となった。しかし、筆者は穀物オッペク構想が現実のものとなる可能性は

低いと考える。その理由は以下の通りである。 

 

①ウクライナ、カザフスタン、ロシアの世界の穀物市場におけるシェアは 10％程度で、

市場への影響力が低い。 

 

②輸出形態が石油と穀物とでは全く異なる。本家のオペックは、世界市場の約 40％を握

っている上に、輸出量をオペックに加盟している各国政府の裁量で調整することが可能であ

る。一方、穀物の輸出は、いわゆる穀物メジャーといわれる民間企業主導で行なわれており、

国家がその輸出量を柔軟に調整することは不可能となっている。このあたりの事情はロシア

も同じで、国際穀物会社（グレンコア）、Cargill、Louis Dreyfus、Bunge、W.J.Grain、

Fedcomといった外資系の民間穀物トレーダー、ならびに、ロスインテグアグロセルビス、

ユグトランジット、アグリコ、ラズグリャイ、ユーグ・ルーシといったロシア資本の民間穀

物トレーダー（その多くが穀物の生産業者でもある）が穀物市場をほぼ完全にコントロール

しており、そこにおける国家の直接的な影響力は非常に弱くなっている。 

 

③石油と異なり、穀物の生産量は天候に左右される傾向が強く、厳格に価格調整を行なう

ことが元来難しい商品である。 

 

④穀物版オペックの主目的は穀物価格の高騰を抑制することにあり、穀物生産者の利益を

損ねる組織となる可能性も否定できない。このため、生産者が穀物版オペック構想に強い拒

否反応を示す可能性が高い。 

あくまで私見ではあるが、穀物オペック構想は、ロシア政府サイドが穀物大国「ロシア」

の存在感を印象付けるために行なった一種のパフォーマンスだと考えるのが妥当のような

気がする。 

 

（3）国営穀物輸出会社設立の動き 

 2008 年 7 月に国営公開株式会社「食糧市場調整庁」をベースに国営穀物商社を設立す

る構想を政府が承認した。政府は、2011 年までにロシアの穀物輸出の 40～50％をその新

しい国営企業経由で行なうことを目論んでいる。食糧市場調整庁社はもともと農業省傘下

の連邦単一会社で、穀物の国家買付けや、国内穀物市場での売り介入等に従事していたが、

2008年初に公開型株式会社に改組されていた。農業省の構想によれば、食糧市場調整庁社
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には、国家が資本参加している 28 の企業の株式が譲渡されることになっており、その中

には 6つの穀物倉庫（エレベーター）やノヴォロシースクの穀物積替えターミナルも含ま

れている。すなわち、食糧市場調整庁社は、今後、穀物輸出に必要な一定のインフラを獲

得する予定になっている。 

 

 農業省は、この食糧市場調整庁社の株式を最大で 75％を今後民間に譲渡することを検討

しており、譲渡先として、OGO、シベリア農業ホールディング、ユーグ・ルーシ等の大手

民間農業企業の名前が浮上してきている。このうち、シベリア農業ホールディングと OGO

の幹部は、食糧市場調整庁社への資本参加のオファーが農業省より届いたことを認めてい

る（「コメルサント」紙、2008.7.7）。 

 

 もし、ロシア政府の構想どおりに国営穀物商社が設立されれば、穀物輸出に対する国家

管理の強化につながることは必至で、一部の国々からはすでにロシア政府のこの動きを警

戒する声が出ている。ただ、業界関係者の中には、「食糧市場庁には一定のインフラが譲渡

されるようだが、それらは、ロシアの穀物輸出の 40～50％を取り扱うには規模が小さすぎ

る。この構想が本当に実現するかどうかは微妙である」との声も出ている（「セクレート・

フィルムィ」誌、2008.8.19）。 

 

4） ロシアの穀物の主要な輸出業者（穀物トレーダー） 

 少なくとも現時点では、ロシアでは穀物の輸出は民間の穀物トレーダー経由で行なわれる

のが普通となっているが、最近は、国際穀物会社（グレンコアの現地法人。グレンコアは旧

ソ連諸国に非常に強いトレーダーで、石油や非鉄等も手がける）、Cargill、Louis Dreyfus、

Bungeといった外資系のトレーダーのプレゼンスが非常に強くなっている。一方、ロシア

資本のトレーダー（その多くが穀物の生産業者でもある）の中では、ロスインテグアグロセ

ルビス、ユグトランジットセルビス、アグロマーケット・トレード（アグリコ）、ユグトラ

ンスインテルセルビス、ユーグ・ルーシ、ラズグリャイ、アストン、Valars等のプレゼン

スが強くなっている（表 8）。以下で、それらのトレーダーの概要をごく簡単にではあるが

紹介しておく。 

 

ユグトランジットセルビス（www.yugtranzit.ru） ロストフ州を拠点とする大手穀物生

産者兼トレーダーで、2006年時点では穀物輸出取扱量でロシア第 2位となっていた。しか

し、2006年秋に主要株主間の意見の対立が原因で当時の社長のポドリスキーが、保有して

いた株式 30％を売却した上で同社を離れた後（その際、約 40名の中核スタッフがポドリス

キーと一緒に退社したといわれている）、市場でのプレゼンスが急激に弱まっており、2007

年の取扱量ランキングでは順位が第 6位にまで下降した。また、2008年上半期の実績では

ベスト 10からその名前が消えた。取扱量の減少に伴い経営状態も悪化しており、債務額も
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現在約 3億ドルという非常に厳しい水準にまで膨らんでいる。ユグトランジットセルビス

の大株主たちは、単独で苦境を乗り切ることは困難と判断しており、現在、同社の身売りを

検討している。一部情報によれば、前社長のポドリスキーが設立した新会社 Valarsに売却

される可能性が高いとのことである（「エクスペルト」誌、2008.No.28）。 

 

ロスインテルアグロセルビス（www.rosinteragro.ru） クラスノダルを拠点とする穀物

トレーダー兼生産者で、ひまわり油と穀物粉の生産・販売も手がけている。穀物輸出業務を

開始したのは 2002年で、クラスノダルに 6つの穀物倉庫（保管能力の合計は 20万 t以上）、

保管能力 3万 tの肥料倉庫を保有している。一応ホームページはあるが、情報公開は殆どさ

れておらず、資本関係等は不明となっている。 

 

アグリコ（www.agrico.ru） 1999年に設立された農業企業グループで、穀物の栽培、

トレーディングの他、最近は養豚ビジネスにも力を注いでいる。また、クラスノダル地方と

スタヴロポリ地方の 8万 ha以上の耕地で、年間 30万 t以上の穀物の栽培も手がけている。

さらに、5つの大規模倉庫（保管能力の合計は 50万 t）や穀物輸出用のインフラも保有し

ている。同社も情報公開には消極的で、たとえば、Profeliaというタックスヘイブン地域に

登記された企業が株式の 100％を保有しているという情報は公開しているが、Profeliaとい

う企業の利益享受者が誰なのかは明らかにしていない。つまり、事実上、資本関係が不明と

なっている。 

 

ラズグリャイ（www.raz.ru） ロシア有数の農業企業グループで、穀物部門（20以上の

企業で構成）、砂糖部門（10以上の企業で構成）、酪農部門等で構成される（同社は、ロシ

ア最大の米の生産・販売業者としても有名である）。2006年春に IPO（新規株式公開）を

行った関係で、ロシアの大手農業企業の中では珍しく透明性の高い企業となっており、株主

構成も完全に公開されている。公表データによれば、創業者であるポタペンコが株式の約

72％を保有しており、残りの約 28％は 130の自然人および法人が保有している。連結売上

高は、2004年：7億 2,800万ドル（EBITDAは 6,500万ドル）、2005年：7億ドル（同 8,000

万ドル）、2006年：8億ドル、2007年：12億ドルとなっている。 

 

ユーグ・ルーシ（www.grain.ru） ロシア最大の製油会社（ひまわり油）であるが、穀

物の栽培と輸出も手がけている。この会社も情報公開に消極的で、たとえば株主構成に関す

る情報は公開されていない。業績に関する数字も入手困難だが、2007年 11月 2日付けの

「ヴェードモスチ」紙によれば、2005年の売上高は約 3億ドルとされていた。 

 

アストン（www.aston.ru） ロストフ州を拠点とする会社で、穀物のトレーディングの

他、製油（ひまわり油）ビジネスもてがけている。2006年の売上高は 4億 8,900万ドルで、
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EBITDAは 4,220万ドルであった。ヴァジム・ヴィクロフとその家族が同社の主要オーナ

ーとなっている。 

 

Valars（www.valars.ru） ユグトランジットセルビスから独立したポドリスキーが 2006

年 12月に設立した会社。ロシア国内に約 4万 haの農地を保有している。最近、急激に業

績を伸ばしており、2007年の売上高はユグトランジットセルビスのそれにほぼ匹敵する 5

億 5,950万ドルに達した。また、2008年の売上高は 8億ドル以上に達すると見込まれてい

る（上掲「エクスペルト」誌）。既述のとおり、現在、ユグトランジットセルビスの買収を

具体的に検討しているようである。 

 

国際穀物会社 グレンコア（www.glencore.com）の子会社で 2004年に設立され、2005

年には穀物積み出しターミナルと 2つの穀物倉庫を保有するロストフ穀物製品コンビナー

トをロシアの投資会社「アルファ・エコー」から買収している。その後も穀物倉庫を中心に

買収を行ない、現在、クラスノダル地方、スタヴロポリ地方、ロストフ州、クルスク州等に

合計で 12つの穀物倉庫を保有している。その他、外資系のトレーダーの中で唯一、農地の

買収も行なっている（ただし、買収状況についての情報を国際穀物会社は公開していない）。 

 

Bunge CIS 穀物メジャー「Bunge（www.bunge.com）」の子会社。2004年にロシアに

進出し、同年に約 1,000万ドルで、ロストフ・ナ・ダヌーの穀物積み出し用ターミナルを

買収している。その他、クラスノダル地方とヴォロネジ州に穀物倉庫を保有している。なお、

同社はロシア国内にひまわり油製造関連の資産も保有しているが、それらについては後で説

明する。 

Louis Dreyfus Vostok 穀物メジャー「Louis Dreyfus（www.louisdreyfus.com）」の子

会社。2001 年にロストフの穀物倉庫を買収した後、2003 年には 100 万ドル以上の資金を

投下してヴォルゴグラードの穀物倉庫を買収している。さらに、2004年の夏には、ロシア

のアグロスとの間に、12の穀物倉庫（上記の 2つの倉庫を含む）を傘下におさめる合弁企

業「ルスエルコ」を設立している。その後、アグロスは合弁企業のシェアを Louis Dreyfus

に売却しており、現在、ルスエルコは Louis Dreyfusの完全な支配下にある。 

 

Cargill（www.cargill.com） 2005 年にロシアの大手農業企業、ルスアグロから、クラ

スノダル地方の2つの穀物倉庫とロストフ・ナ・ダヌーの穀物積み出しターミナルを約1,500

万～1,700万ドルで買収している。また、同社は約 6,000万ドルを投下して、トゥーラ州に

ひまわり油製造工場を建設した他、現在、ヴォルゴグラード州に年間処理能力 50万 tクラ

スの大規模ひまわり油製造工場を建設するプロジェクトに取り組んでいる。 
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表 8 2007年の主要穀物トレーダー別の穀物輸出量 

企業名 
取扱量 

（1,000ｔ） 

シェア 

（％） 

国際穀物会社（グレンコア） 

ロスインテルアグロセルビス 

アグリコ 

Bunge CIS 

ユグトランジットセルビス 

Louis Dreyfus Vostok 

ユーグ・ルーシ 

Cargill 

ラズグリャイ 

アストン 

その他 

2,250

1,125

750

750

750

625

625

562.5

500

437.5

4,125

18 

９ 

６ 

６ 

６ 

５ 

５ 

4.5 

4 

3.5 

33 

合 計 12,500 100 

（注）出所が異なるので表４の数字とは食い違う。 

（出所）「セクレート･フィルムィ」誌、2008.８.18。 

 

３．畜産分野における国家政策と同分野の現状 

 

1） 輸入制限措置とそれが畜産分野に与えた影響 

ソ連解体後、ロシアの食肉の生産量は激減した。たとえば 2001 年時点の牛肉の生産量

は、ソ連時代末期の 47％程度でしかなかった。豚肉や鶏肉の生産をめぐる状況も同様であ

った。これは、ソ連解体後、ロシア国内の食肉消費量が激減したことに加え、食肉の輸入

量が増加したためである。たとえば、2001年にロシアで販売された肉および肉製品の 30％

以上が輸入品だったといわれている。外国産の食肉は価格が安く市場での競争力が高いの

で、ロシアの畜産業者は、食肉の輸入量が急増しはじめた 2000 年ごろより強い危機感を

抱き始め、食肉の輸入制限措置導入を求める積極的なロビー活動を開始した。当該のロビ

ー活動は 2003年 1月についに具体的な成果を生んだ。 

 

2003年春から牛肉、豚肉、鶏肉の輸入割当制度を導入することを規定した政府決定が発

令されたのである（但し、輸入割当の対象となるのはいわゆる「遠い外国」から輸入され

る食肉だけで、近い外国といわれるベラルーシやウクライナ等の CIS諸国の食肉は輸入制

限の対象外となった）。2003年の輸入割当量は年換算で牛肉が 42万 t、豚肉が 45万 t、鶏

肉が 105万 tで、輸入割当枠内の食肉に関しては通常の関税率（たとえば、鶏肉の場合は

25％、牛肉と豚肉の場合は 15％）が適用されるが、枠外で輸入する場合は、非常に高い税
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率（当初は鶏肉と牛肉は 60％、豚肉は 80％と定められた。その後、何度か税率の変更が

行なわれ、2008年時点では、鶏肉と豚肉が 60％、牛肉は 30％となっていた）が適用され

ることになった。 

 

その後、2005年春にWTO加盟に関する二国間交渉の枠内で米国との間で「一定の種類

の鶏肉、牛肉および豚肉の通商について」という文書が締結され（2005年 12月 5日付で、

この文書の内容を法的に裏付けるロシア連邦政府決定第 732 号が発令された）、2006～

2009 年におけるロシアの鶏肉、牛肉および豚肉の輸入割当枠が定められた。ちなみに、

2008年の輸入割当枠は、鶏肉が 121万 t、豚肉が 49万 3,500t、冷凍牛肉が 44万 5,000t

となっている。また、2009年の割当枠は順に 125万 t、50万 2,000t、45万 tに設定され

ていたが、2008年秋時点で、ロシア政府は鶏肉の枠を 20万～50万 t削減すること（ロシ

ア農業省は 30万 tの削減を提案している）、および、割当枠外での豚肉の輸入関税率を 65％

に、鶏肉のそれを 85％にそれぞれ引き上げることを検討していた（実際には、2009 年１

月より豚肉の輸入関税が 75％に、鶏肉のそれが 95％に設定された）。 

 

 食肉の輸入割当措置の導入の結果、食肉の輸入量が減少するという期待感がロシアの大

手農業企業の間で高まり（ただ、実際には、割当枠外での輸入が多いため輸入割当措置は

食肉の輸入量の減少にはつながっていない。表 9参照）、大手農業企業の畜産分野への投資

意欲が高まった。さらに、2006～2009 年の比較的長期間にわたり輸入枠が設定されたこ

とにより、ビジネスプランの策定が容易になったことや、ロシア政府が畜産部門育成のた

めの支援策を次々と打ち出したことも、大手農業企業の畜産分野への投資意欲を高めた。

その結果、ロシアの畜産分野の状況は改善傾向を示すことになるのだが、各部門によって

改善の度合いに大きな格差が観察されている。 

 

最も状況が悪いのは養牛部門である。輸入割当制度の導入後も、生産量（と殺重量）な

らびに飼育頭数の減少傾向に歯止めがかかっていない（表 10、表 11）。養牛部門は、畜産

分野の中でも最も投資回収期間が長いため（ロシアでは 7～10 年といわれている）、民間

資本の同部門への投資意欲は低い。また、ロシアの養牛部門は元々乳牛を主体としてきた

という歴史的背景があるため、肉牛の飼育のノウハウが欠如しているという致命的な欠陥

も存在する。このため、今のところ、今後同部門が劇的な改善傾向に向かう可能性は極め

て低いと見られている。割当枠外で輸入される牛肉に対する関税率が 30％という低い水準

に抑えられている背景には、輸入に依存しなければ、国内の牛肉に対する需要を賄うこと

は不可能という政府サイドの判断が存在するものと推測される。 

 

養豚部門でも、一時、養牛部門と同じような傾向が見受けられたが、国内需要が安定し

ていることや投資回収期間が比較的短いこともあり、2005年末ごろから大手資本による国
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庫補助金（冒頭で紹介した、投資プロジェクトを実現するために農業企業が借入れた融資

の金利のうち、最大で政策金利の 3分の 2相当分を国が負担するという制度）を利用した

養豚部門への大規模投資事例が急増した。実際、2006年は生産量、頭数ともにかなり顕著

に増加した。ただ、2007年に入ったころから、養豚部門への投資意欲が急激に減退した。

これは、その頃から、飼料や資機材の調達コストが急上昇する一方で豚肉の国内価格が低

迷しはじめ、養豚ビジネスの収益性が急速に悪化し始めたためである。2006年時点では豚

肉の生産コストは 32～34ルーブル/kgで卸売り価格が 60～70ルーブル/kgであったのに

対し、2008年時点では当該の数字が順に 50ルーブルと 60ルーブル未満となっていた（「ア

グロインヴェストル」誌、2008.8）。このため、2006年に開始された新養豚場建設プロジ

ェクト（大規模もしくは中規模なものだけで 130の養豚プロジェクトが 2006年より開始

されたといわれている）の多くが縮小や延期の方向での見直しを迫られることになってい

る。たとえば、ペルミのアシャトリという会社は、2005 年に 800 頭規模の養豚場を買収

し、2008年には頭数を 1,800にまで増やすことを計画していたが、豚肉の価格の下落と飼

料・資機材の高騰の結果、採算性を維持できなくなり、2008 年 2 月にすべての豚をと殺

し養豚場を閉鎖した。また、タンボフ州のボンダリアグロプロムヒミヤという会社は、養

豚ビジネスの採算性の悪化に伴い銀行からの融資獲得が困難になったことが理由で、3,000

頭規模の養豚所の稼動開始を 2009 年に延期することを余儀なくされた。さらに、ヴォロ

ネジ州のボブロフスキーという会社が取り組んでいる 10 万頭規模の養豚コンプレクスの

建設プロジェクトも、融資獲得面での問題が生じ難航しているようである。以上のような

状況が存在するため、豚の飼育頭数は、2007年初頭以降ほとんど変化していない。もっと

も、2008年秋以降は、穀物価格が下落し、養豚ビジネスの採算性が改善されてきているの

で、今後、再び養豚ビジネスへの投資が活性化するかもしれない。 

 

養鶏部門は、最も投資回収期間が短い（10～18カ月）ということもあり、ロシア経済の

景気が上向いてきた 2000年頃から投資が増える傾向が顕著になっていた。2003年の輸入

割当措置の導入は、その傾向を加速させる格好となり、同年以降羽数には大きな変化はな

いものの、生産量（と殺重量）は顕著な増加傾向にある。養鶏部門では最近、投資がさら

に増加する傾向にあり大型投資案件も目立っている。ロシア政府も畜産分野の中で最も養

鶏部門の将来性が高いと認識しているようで、先に述べたように輸入割当量の削減や（輸

入割当枠外での）輸入関税率の大幅引き上げを実施することにより、同部門を保護する意

向を明確に打ち出している。より具体的にいえば、ロシア政府は、国内の養鶏業者を保護

することにより、現在 60～70％程度といわれている鶏肉の自給率（「アグロインヴェスト

ル」誌、2008.11）を上昇させ、少なくとも輸入割当外での輸入に依存しなくてもすむよ

うな状況を作ることを当面の目標に掲げている可能性が高い。 
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表 9 食肉の輸入量の推移 

（単位 1,000t） 

 1995 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 

鶏肉以外の食肉 

鶏 肉 

702 

826 

517 

694 

877

1,391

1,153

1,383

1,097

1,205

1,031

1,114

1,340 

1,329 

1,412 

1,283 

1,489

1,295

（出所）ロシア連邦統計庁。 

 

表 10 肉種類別の生産量（と殺重量）の推移 

（単位 1,000t） 

 1991 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

牛 

豚 

羊 

家禽 

3,989 

3,190 

347 

1,751 

2,395 

1,546 

199 

630 

2,247 

1,505 

178 

690 

1,868 

1,485 

144 

748 

1,895

1,569

140

766

1,872

1,498

133

884

1,957

1,583

136

953

1,990

1,706

133

1,044

1,951

1,644

144

1,187

1,794 

1,520 

152 

1,381 

1,705 

1,642 

153 

1,624 

1,727

1,821

162

1,872

注）羊の欄には山羊が含まれる。 

（出所）ロシア連邦統計庁。 

 

表 11 家畜頭数の推移（各年初の数字） 

（単位 100万頭：羽） 

 1991 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

牛 

うち乳牛 

豚 

羊・山羊 

家きん 

57.0 

20.5 

38.3 

58.2 

660 

35.1

15.9

19.1

22.8

372

31.5 

14.5 

17.3 

18.8 

360 

28.5 

13.5 

17.2 

15.6 

356 

28.0

13.1

18.3

14.8

346

27.3

12.7

15.7

14.8

339

27.1

12.2

16.0

15.3

343

26.5

11.8

17.3

16.1

342

24.9

11.1

16.0

17.0

338

23.0

10.3

13.4

17.8

337

21.5 

9.5 

13.5 

18.2 

352 

21.5 

9.4 

15.8 

19.7 

363 

21.5

9.4

16.1

21.0

…

（出所）ロシア連邦統計庁。 

 

以上のような状況が存在するため、養鶏部門では投資が活性化しており、大規模養鶏企

業が数多く誕生している。以下では、それらの大手企業の概要を簡単にではあるが紹介し

ておく。さらに、養豚部門で積極的な動きを見せている大手民間企業の概要も紹介してお

く。 

 

2） 養鶏部門の主要プレーヤー 

 養鶏部門では寡占化が進んでおり、ロシアのブロイラー肉生産に占める大手 23 社のシ

ェアの合計は 7割以上に達するといわれている（「アグロインヴェストル」誌、2008.11）。

以下では、それらの中で特に規模の大きな企業の概要を紹介する。 
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プリオスコリエ（www.prioskol.ru） ベルゴロド州を拠点とする農業企業グループで、

養鶏の他、飼料生産にも従事している。2005 年の鶏肉の生産量は 6 万 t だったが、2006

年の生産量は10万 t強、売上高は約45億ルーブルに達した（「コメルサント」紙、2007.4.24）。

同社は今後事業を大幅に拡大する意向を表明しており、2007年に入り、オレンブルグ州、

タンボフ州、ウリヤノフ州、アルタイ地方に大規模な養鶏場を建設する計画を発表した。

業界内にはその実現性を疑問視する声もあるが、もし計画どおりにすべての養鶏所が建設

されれば、プリオスコリエの鶏肉の生産能力は年間 30万 tに達することになる（「コメル

サント」紙、2007.10.3）。 

 

BEZRKベルグランコルム（www.jasnzori.ru） プリオスコリエと同様にベルゴロド州

を拠点とする農業企業グループ。設立当初（1980年代後半）は、飼料の生産だけを行って

いたが、現在はその他に養鶏、穀物栽培、養豚にも従事している。2007年の鶏肉の生産量

は 9万 6,700t、豚肉のそれは 1万 7,300tであった（いずれも生体重量）。 

 

チェルキゾヴォ（www.cherkizovo-group.ru） 2005年にチェルキゾフスキーという農

業企業とミハイロフスキーという農業企業が合併して誕生した企業グループで、食肉加工

部門、養鶏部門、養豚部門、飼料部門等で構成される。2006年のグループ全体の売上高は

6億 3,000万ドルで、うち養鶏部門（2つの養鶏所により構成される）の売上高は 1億 5,100

万ドルであった（「セクレート・フィルムィ」、2007.No.24）。なお、同社は 2007年 8月に、

リペツクの大手養鶏業者「クリーノエ・ツァールストヴォ」（売上高は年間 7,000～8,000

万ドル）を約 1億 4,300万ドルで買収しており、現時点でロシア最大の養鶏業者となって

いる（同グループの 2007 年時点での鶏肉の生産能力は年間 12 万～14 万 t だったといわ

れている。「コメルサント」紙、2007.8.31）。 

 

セヴェルナヤ養鶏所グループ オランダの Agro Invest Brinky という会社が保有する

企業グループで、同名の養鶏所の他、ヴォイスコヴィツィ養鶏所、ロモノーフスカヤ養鶏

所を傘下におさめている（3養鶏所ともレニングラード州に所在する）。現在、同社は 1億

5,000万ユーロを投下してセヴェルナヤ養鶏所の拡充工事を実施しているが、2011年の工

事終了後、同社の鶏肉の生産能力は現在の数字を 60％増上回る 16万 tに達することが見

込まれている。2006年の同グループの生産量は鶏肉が約 8万 t、卵が 1億 2,000万個で、

売上高は 1億 8,000万ドル（純利は 3,500万ドル）となっている（「ヴェードモスチ」紙、

2007.2.5）。 

 

アグロホールディング（www.agroholding.ru） 1992 年に設立された農業企業グルー

プで、ロシアの南部、中央部、沿ボルガ地域に所在する約 70の企業（うち 9つが養鶏所）

を傘下に収めており、従業員の総数は約 2万人に達する。同グループは、養鶏の他、養豚、
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飼料生産等に従事している。 

 

スタヴロポリ・ブロイラー（www.sbroiler.ru） ロシア有数の投資ファンド「インター

ロス」の農業関連資産の管理・運営のために 2001 年に設立されたアグロス社の傘下企業

（インターロスから見れば、孫会社ということになる）。2007 年の鶏肉の生産量は 4 万

2,000t、売上高は 9,470万ドルであった。アグロスは、スタヴロポリ・ブロイラーの他に、

マカロニ工場、穀物倉庫等も保有していたが、最近になり、親会社のインターロスの方針

に従い、傘下の農業関連企業を次々と売却するようになっている。たとえば、2007年には

保有するすべてのマカロニ工場を売却している。スタヴロポリ・ボイラーも売却の対象に

なっているようで、 2008 年夏にはロシアの大手農業企業グループ、アグリカ

（www.agrika.ru）が 1 億ドル強でスタヴロポリ・ボイラーの株式 95％をアグロスから買

収する意向を表明している（「ヴェードモスチ」紙、2008.7.16）。 

 

モスセリプロム（www.mosselprom.ru） 2000 年に設立されたモスクワを拠点する農

業企業グループで、養鶏所、飼料工場、養豚所、野菜栽培会社等を傘下に収めている。養

鶏所は、モスクワ州とトゥーラ州に所在し、2007年の生産量は 4万 5,000tであった。養

豚所はモスクワ州に所在するが、現在、オリョール州で新しい養豚場の建設が行なわれて

いる。その他、同社はオリョール州とノヴォゴロド州での酪農場の建設計画にも取り組ん

でいる。 

 

オプチフード（www.optifood.ru） 2000年に設立された会社で、鶏肉、豚肉、果物の

輸入の他、養鶏にも従事しており、現在、ロストフ州に 3つの養鶏所を保有している。2006

年の鶏肉の生産量は 1万 t程度であったが、同社は今後 1億ドル以上を投下し 3つの養鶏

所の設備増強を行い、生産量を年間 10万 t以上に増やすことを計画している（「アグロイ

ンヴェストル」誌、2007.4）。 

 

ザリャー-OGO（www.ogo.ru） 大手農業企業グループ OGO の傘下企業で、9 つの養

鶏所を保有している。2007年の鶏肉の生産量は 2万 8,000tであった。また、傘下の養鶏

場では卵の生産も行なわれており、2007年には 3億 8,000万個が生産された。ちなみに、

ロシアでは卵の自給率は 100％を超えており、2007年には 2億 6,000万個の卵が、カザフ

スタンやモンゴル等に輸出された（卵の輸入は事実上行なわれていない）。 

 

シビールスカヤ・グベルニヤ クラスノヤルスク地方、ハカシヤ共和国、トムスク州等

に 5つの養鶏所、2つの七面鳥農場、および、2つの飼料工場を保有している。2007年に

は 9万 4,000tの鶏肉と 2万 4,000t の七面鳥の肉が生産され、売上高は 72億ルーブルで

あった。同社は七面鳥の生産強化を企業戦略の柱として位置づけており、現在、ハカシヤ
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のアバカン養鶏所での七面鳥生産の強化プロジェクトに取り組んでいる。 

 

3） 養豚部門で活動する主要なプレーヤー 

 既述のとおり、養豚部門では 2005 年末ごろから、大手資本による投資が活性化してい

る。つい最近まで続いた穀物価格の高騰ならびに豚肉の国内価格の低迷傾向、さらには、

2008年秋以降の世界的金融危機の影響を受け、投資意欲が減退する傾向も見受けられるが、

一部のロシア資本の大手企業や外資系企業はロシアの養豚部門の将来性を高く評価してお

り、積極的な姿勢を崩していない。以下で、それらのロシア資本の大手企業や外資系企業

の動向を紹介しておく。 

 

ミラトルグ（www.miratorg.ru） 最近、ロシアの食肉輸入業者が畜産分野に進出する

ケースが増えてきている。現行の輸入割当制度下では食肉輸入業者毎に輸入枠が設定され

ている関係で食肉輸入の利益率が低くなっており、自社で生産した食肉の販売に切り替え

ようとする輸入業者が増加しているのである。中でも最も積極的な姿勢を示しているのは

ミラトルグという大手輸入業者（ブラジルの Sadia、Minerva、オーストラリアの Colonial、

最近チェルキゾヴォの傘下に入ったクリーノエ・ツァールストヴォ等のオフィシャルディ

ストリビューター）（3）で、現在ベルゴロド等に所在する 7 つの養豚所で年間 70 万 t の豚

肉を生産している。その他、同社は穀物農場（保有面積 4 万 2,000ha）、飼料工場（年産

22万 t）、輸送会社（トラック保有台数 250台以上）も保有している。 

 

ミコヤン精肉工場を保有するエクシマ社（www.avk-exima.ru） 1990年代の末ごろか

ら、傘下のミコヤン精肉工場への原料の安定供給を目的として、モスクワ州およびウラジ

ーミル州で養豚および養牛に取り組んでいる。その他、現在、原料基盤のさらなる強化を

目指し、1億ドル以上を投下してオリョール州に 5つの巨大養豚所（飼育頭数の合計は 100

万頭）を建設する計画に取り組んでいる。 

 

アグリコ（www.agrico.ru） 先に紹介したとおり、同社はロシア有数の穀物生産者で

あるが、最近、養豚部門にも強い関心を示すようになっており、2 つの大規模プロジェク

トに取り組んでいる。ひとつは、スタヴロポリ地方でのプロジェクトで、2,000 万ドルを

投下して既存の養豚所の改修に取り組んでいる。もうひとつはオリョール州でのプロジェ

クトで、約 1 億 2,000 万ドルを投下して巨大な養豚所を建設することが計画されている。

２つの養豚所とも飼育頭数は 10万頭前後になる予定である。 

 

バルチモル（www.bartimor.ru） ロシア最大級のケチャップ、ソース、からしの生産

業者だが、2007年春になり、5億 6,000万ルーブルを投下してクラスノダル地方に年間生

産能力６万頭の養豚所を建設する意向を表明した。 

                                                  
(3) 2007年時点での同社の食肉輸入および販売会社としての市場シェアは、鶏肉が5.7％、牛肉が10.5％、

豚肉が14.1％となっていた（「アグロインヴェストル」誌、2008.6）。 
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カンポモス（www.kampo-mos.msk.ru） 同社は外資系の大手精肉業者だが（スペイン

の Campofrio社の子会社でモスクワに 2つの工場を保有している）、原料の安定調達を目

的として、2006年夏からモスクワ郊外で養豚所の建設を開始し、2007年夏に完成させて

いる。投資額は 1,800万ドルで、養豚所の年間生産能力は 4,000tとなっている。 

 

ルースカヤ・スビニーナ それまで石炭分野や石油分野で活動してきたワジム・ワルシ

ャフスキーという実業家が、2005 年になり突然、ロストフ州に大規模養豚所を 3 つ建設

するとの意向を表明した。ルースカヤ・スビニーナというのは、同氏の養豚所建設プロジ

ェクトを管理運営するために設立された会社の名称である。プロジェクトへの投資総額は

約 40億ルーブルで、各養豚所の飼育頭数は各 10万頭とされている。 

 

チェルキゾヴォ（www.cherkizovo-group.ru） 先に養鶏の項で紹介した企業グループだ

が、最近は養豚にも力を注いでおり、2006 年末には約 1 億 5,000 万ドルを投下してリペ

ツク州に大規模養豚所を完成させている。また、現在、タンボフ州でも同様の規模の養豚

所を建設中で 2008 年末に完成予定となっている。同社サイドの発表によれば、2 つの新

養豚所の生産能力は約 75 万頭/年に達するとされている（「セクレート・フィルムィ」誌、

2007.No.24）。 

 

シベリア農業ホールディング 前身は投資会社であったが、1998年に飼料会社を買収し

たのを契機に農業分野に進出した。その後、トムスク州の養豚所を買収し、本格的に養豚

ビジネスに取り組み始めた。現在、43億ルーブルを投下して、スヴェルドロフクで大規模

養豚所の建設を行なっている。その他、同社はトムスク州とスヴェルドロフスク州に広大

な農地を保有している（表 21参照）。 

 

外資の動き オランダのDanrus AgroとAvgasは 2007年の複数のロシア企業との間に

合弁企業を設立し、2020年までにタンボフ州に年間生産能力 10万 tの養豚コンプレクス

を建設する計画に取り組んでいる。また、スペインの EL Pozoという会社は、ロシアの大

手農業企業 NAPKOとの間に合弁企業を設立し、リペツク州に年間生産能力 10万 t以上

の養豚コンプレクスを 4つ建設する計画に取り組んでいる。 

 

４．油料種子（ひまわりの種、菜種、大豆）の輸出制限措置とその影響 

 

1） 油料種子の輸出制限と輸入緩和措置 

 ロシアで使用されている植物油の大半はひまわりの種を原料とするものだが、かつては

ひまわりの種の輸出が積極的に行われていた関係で、ロシア国内の製油業者は慢性的な原

料不足に苦しんでいた。そのような状況を打開するため、ソ連解体後、何度か油料種子に
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対する輸出関税の導入や輸入関税の引き下げといった措置が講じられてきた。しかし、そ

れらの措置はいずれも短期間の季節関税であったため、大きな効果を生むまでにはいたら

なかった。そこで、ロシア政府は油料種子の輸出税を長期的に導入することを決断し、1999

年 7 月から現在に至るまで 20％の輸出関税が課せられている（表 12。ただし、菜種の輸

出関税率は 2007年 2月に 20％から 15％に引き下げられている）。 

 

その一方で、国内の栽培量が少ない大豆の輸入関税は撤廃され、残りの油料種子に対す

る輸入関税率も 5％という低い水準に抑えられている。ただ、ロシア国内の製油業者に配

慮し、製油に対する輸入関税は 15％という高い水準が維持されている（ロシアで生産され

ていない椰子油の輸入関税だけは、5％という低い水準に抑えられている）。 

以上の記述からもわかるとおり、油料種子をめぐる一連の関税措置は、ロシア国内の油

料作物栽培業者よりも、むしろ製油業者の保護に力点が置かれたものだと解釈しうる。ロ

シアの製油業界のロビー活動力は非常に強く、今のところ、油料種子の輸出関税が撤廃さ

れる可能性は低いといわれている（「アグロインヴェストル」誌、2007.9）。 

 

表 12 ロシアにおける油料種子（ひまわりの種、菜種、大豆）の輸出入関税措置 

導入日 輸入・輸出の別 税率（％） 対象植物 

1992.1.15 

1992.7.1 

1993.11.1 

1994.3.15 

1994.7.1 

1995.7.1 

1998.10.21 

1999.1.4 

1999.7.13 

1999.10.21 

2001.10.1 

2004.1.23 

2004.10.23 

2005.5.4 

輸入関税 

輸出関税 

輸出関税 

輸入関税 

輸入関税 

輸入関税 

輸入関税 

輸出関税 

輸出関税 

輸入関税 

輸入関税 

輸入関税 

輸入関税 

輸入関税 

0 

20 

0 

1 

10 

5 

1 

10 

20 

5 

5 

0 

5 

0 

採油植物全般 

採油植物全般 

採油植物全般 

ひまわりの種 

ひまわりの種 

ひまわりの種以外 

大豆 

採取植物全般 

採油植物全般 

大豆 

採油植物全般 

大豆 

採油植物全般 

大豆 

（出所）「アグロインヴェストル」誌、2007.9. 

 

2） 輸出税導入後のひまわりの種の生産量・輸出量の推移 

 1999 年 7 月に輸出関税が導入された後、多少のタイムラグはあったが、ひまわりの種

の輸出量は激減した（表 13）。多少のタイムラグがあったのは、恐らく、輸出税導入後し

ばらくは、事前に締結されていた契約に基づく輸出が継続して実施されたためだと思われ
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る。しかし、2000年ごろからひまわりの種の輸出量は徐々に減少し始め、現在は 1999年

以前と比較するときわめて低い水準にある（表 14からもわかるとおり、EU諸国とカザフ

スタンが主要な輸出先となっている）。 

 

一方、輸出関税導入後、ひまわりの種と植物油の国内生産量が急激に伸びている（表 13、

表 15）。これは、大手資本がひまわりの種の栽培ならびに植物油生産工場に積極的に設備

投資を行った結果であると推測される（もっとも、最近は、植物油の過剰生産の懸念もで

てきているが）。さらに、植物油（ひまわり油）の輸出量も、輸出関税導入後急増しており、

2002 年ごろには約 8 万 t だったものが、2006 年には 68 万 t に達し、2007 年も 61 万 t

という高い水準を維持した（表 16）。なお、2007年は 2006年と比較するとひまわりの種

は若干不作で、ひまわり油の輸出量もやや減少したが、2008年は記録的な豊作になり、同

年夏時点での見込みでは、ひまわりの種の収穫量は 700 万 t を超えると予測されていた

（「アグロインヴェストル」誌、2008.8）。 

 

 以上の数字からもわかるとおり、採油植物の輸出関税導入は、当初の目論見どおり、ロ

シアの製油分野にかなり大きな肯定的影響をもたらしたといえる。 

 

表 13 ひまわりの種の収穫量・輸出量の推移 

（単位 100万 t） 

 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

収 穫 

輸 出 

2.8 

1.05 

3.0 

1.11 

4.1 

0.31 

3.9

1.11

2.7

…

3.7

0.087

4.9

0.292

4.8

0.124

6.4 

0.285 

6.7 

0.230 

5.7

0.099

（出所）ロシア連邦統計庁およびロシア連邦国家関税局。 

 

表 14 2007年のひまわりの種の主要相手国別輸出量 

輸出相手国 
輸出量 

（t） 

輸出額 

（1,000ドル） 

カザフスタン 

イタリア 

スペイン 

フランス 

シリア 

アゼルバイジャン 

その他 

57,932

19,311

10,668

3,547

2,662

2,340

2,858

15,948.4 

3,810.6 

3,472.5 

908.1 

1,375.6 

753.2 

1,296.5 

合 計 99,318 27,564.9 

（出所）ロシア連邦国家関税局 2007年通関統計。 
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表 15 ロシアの植物油の生産量の推移 

（単位 1,000t） 

1980 1990 1995 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

823 1,159 802 1,375 1,281 1,197 1,598 1,895 2,193 2,755 2,665

（出所）ロシア連邦統計庁。 

 

表 16 ロシアにおける植物油（ひまわり油）の輸出入動向 

（単位 1,000t） 

 2002 2003 2004 2005 2006 2007 

輸 出 

輸 入 

79.3 

181.5 

69

173.3

175

160.4

310.3

130

680.2

98.1

613.7 

132 

（出所）IKARおよびロシア連邦関税局。 

 

表 17 菜種の栽培状況 

 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

播種面積（1,000ha） 

収穫量（1,000t） 

単位当たり収穫量（c/ha） 

231.7 

148.2 

6.4 

134.1

112.5

8.4

145.1

115

7.9

229.5

192.1

8.4

251.2

275.9

11

243.6 

302.7 

12.4 

512.2 

522.2 

10.2 

659.1

631.8

9.3

（出所）「アグロインヴェストル」誌、2008.10. 

 

3） 菜種の生産および輸出の状況 

 菜種の栽培はソ連時代から行なわれていたが、ソ連解体後は、菜種油の市場での人気が

低いこともあり、殆ど栽培が行なわれなくなっていた。しかし、2000年以降、慢性的な原

料不足に苦しむ大手製油業者が菜種に着目し、菜種油の生産に力を注ぐようになった関係

で、急激に収穫量が増加している（表 17）。また、一部にはひまわりの種と比較すると連

作障害が少ないことも菜種の収穫量が増えている理由のひとつだとする説も存在する（「ア

グロインヴェストル」誌、2008.7）。 

 

 2000年代の初めごろはロシアで収穫される菜種の 20～30％は輸出されていたが、最近

は国内需要が大幅に増加した関係で、輸出比率は 10％程度にとどまっている。 

 

4） 植物油生産部門で活動する大手民間企業 

 菜種を原料とする油の生産量が最近増加傾向にあるが、今のところロシアで生産される

植物油の大半がひまわり油により占められている。ひまわり油の国内市場では寡占化が進

んでおり、ユーグ・ルーシ、Bunge、EFKOのビッグ 3の市場シェアの合計は 5割を超え

ている（2007 年の実績。各社のシェアは順に 26％、18％、8％となっている：EFKO の

HP より）。以下で、ビッグ 3 の製油ビジネスの概要と、その他の大手の製油部門での目
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立った動きをごく簡単に紹介しておく。 

 

ユーグ・ルーシ（www.grain.ru） ロシアの大手製油業者の多くはひまわりの種を外部

から調達しているが、同社は自分でひまわりの種の栽培も行っている。ロストフ・ナ・ダ

ヌー製油工場、製油工場「リスキンスキー」、「クラスノダルスキー」の 3つの工場を保

有しており、生産能力の合計は 110万 t/年に達するといわれている。 

 

Bunge CIS 同社はつい最近まで、ひまわり油の現地生産を行っていなかったが、1億

2,000万ドルを投下して完成されたヴォロネジ州の年間生産能力 22万 t（ひまわりの種の

処理能力は年間 56万 t）の大製油工場で 2007年 11月から現地生産を開始している。 

 

EFKO（www.efko.ru） ロシア資本の農業企業だが、2005 年に上記の Bunge が株式

の 25％を取得している（残りの株式は EFKOの幹部たちが保有している）。2000年ごろ

から穀物等の栽培も手がけていたが、2007年はじめに傘下の農業企業の大半を売却し、農

作物の栽培部門から撤退した。ただ、本業の製油ビジネスと関連があるひまわりの種の栽

培だけは、小規模ながら継続するようである。主力工場は、ベルゴロド州のアレクセーエ

フカ市の製油工場で、その年間のひまわりの種の処理能力は 57万 tに達する（うち 15万

t分は Bungeに供給されている：「アグロインヴェストル」誌、2007.6）。 

 

その他 穀物トレーダーとして有名なアストンは、今後、製油ビジネスに力を注ぐ意向

を有しており、2007年秋には傘下のミレロフスキー製油工場の処理能力を現在の 15万 t/

年から 66万 tに増強する計画を発表している（アストンは年間処理能力 35万 tのモロゾ

フスキー製油工場も保有している）。その他、NEFISという会社が、2007年秋にタター

ルスタン共和国のカザンで年間処理能力 35万 tの新製油工場の稼動を開始している。 

 

５．砂糖用甜菜部門における輸入制限措置とその影響 

 

1） 粗糖の輸入制限措置（2003年までの状況） 

 ソ連解体後、外国からの精糖および粗糖（サトウキビ原料）の輸入量が増加し、ロシア

国内の砂糖用甜菜生産者は苦境に陥った。精糖の輸入量に関しては、1996年ごろより輸入

関税や付加価値税の引き上げが実施された結果、減少傾向（もしくは横ばい傾向）に転じ

たが、それと反比例する形で粗糖の輸入量は 1997年以降、さらに増加していった（表 18）。 

 この状況を憂慮したロシア政府は、国内の粗糖（砂糖用甜菜）生産者を保護するため、

毎年 6月 15 日～12月 15 日の間の砂糖用甜菜の収穫・加工時期に、粗糖の輸入関税を大

幅に上げるという措置を 1999 年頃に導入した。しかし、粗糖の輸入業者が当該の時期を

避け、大量に粗糖を輸入するという対抗策をとったため、この季節関税導入措置はほとん
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ど効果を生まなかった。そこで、ロシア政府は、2001年（正確には 2000年末）に粗糖の

輸入割当制度を導入した。たとえば、2001年と 2002年の輸入割当量は各 365万 tで、そ

れぞれの前年の秋に、輸入割当をめぐるオークションが実施された。2001年分を例にとる

と各輸入業者は t 当たり 56～64 ドルで輸入枠を買い取った。輸入枠を超過しての輸入も

可能であるが、2001 年の場合は、輸入枠超過分に関しては 30％の関税が課せられた（輸

入枠内だと 5％）。 

 

表 18 精糖・粗糖の輸入量の推移 

（単位 1,000t） 

 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

精 糖 

粗 糖 

373 

2,519 

332 

3,673 

61.7 

5,774 

270

4,547

139

5,410

483

4,453

455

4,113

612

2,587

625 

2,893 

350 

2,629 

296

3,410

（出所）ロシア連邦統計庁。 

 

ただ、輸入割当枠を獲得するためのコストを勘案すると、結果的に、輸入枠内での輸入

コストと枠外でのそれとの間には大きな差異は生じなかった。すなわち、2001年分に関し

ては、輸入割当制度導入の効果があまりなかったともいえる。このため、ロシア政府は、

2002年と 2003年の連続で、割当枠内の輸入関税と枠外の輸入関税との間の格差を大きく

するという措置を講じた。2003年分を例にとれば、輸入割当枠は 395万 tと 30万 t増加

したが、枠内での輸入関税が t 当たり 95 ユーロに対し、枠外での輸入関税は 200 ユーロ

と実に 100ユーロ以上の格差がつけられた。ただ、この格差拡大への対抗策として、関税

率の低いシロップの形で（あるいはシロップと偽って）、輸入割当枠外の粗糖を輸入するケ

ースが多発し、ロシア政府の工夫は徒労に終わってしまった。 

 

２） 粗糖の輸入制限措置（2004～2006年秋の状況） 

このように、輸入業者が次々と「対抗策」を打ち出してくることもあり、季節関税制度

も輸入割当制度も、結局、思ったような効果を生まなかった。 

 

このため、2003年秋にロシア政府は、2004年から輸入割当制度を廃止し、高い輸入関

税（関税障壁）を導入することを基本決定した。その後、輸入関税の算定方式を規定した

政府決定第 720号（2003年 11月 29日付）が発令され、ニューヨーク商品取引所での直

前の３カ月間の粗糖の平均価格を参考とした上で、所定の算定方式を適用して毎月関税額

が決定されることになった。この新しい輸入制限措置は、国内の砂糖用甜菜業者の保護と

精糖の国内価格の安定化という 2つの目標を視野に入れたもので、ニューヨーク商品取引

所での取引価格が安ければ輸入関税が高くなり、取引価格が高ければ逆に輸入関税が安く

なるというシステムが採用されていた（表 19）。この新しい輸入制限措置は、国内の砂糖

用甜菜生産者の保護という観点から見れば劇的な効果を生み、2004年から粗糖の輸入量は
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激減している（精糖の輸入量は逆に同年から増加している）。 

 

表 19 粗糖輸入関税算定方式 

取引価格 

（セント/ポンド） 

輸入関税 

（ドル/t） 

取引価格 

（セント/ポンド） 

輸入関税 

（ドル/t） 

4.49未満 

4.5～5.09 

5.10～5.69 

5.70～6.39 

6.40～6.99 

270 

250 

235 

221 

206 

7.00～7.59 

7.60～8.29 

8.30～8.99 

9.00～12.00 

12.0以上 

194 

180 

164 

140 

140 

（出所）www.ikar.ru/lenta/78.html。 

 

しかし、このシステムでは、ニューヨーク取引市場での粗糖の取引価格がどれだけ高く

なっても輸入関税がｔ当たり 140ドル以下には下がらないことになっているため、思わぬ

弊害が生じた。ブラジルにおいてガソリン代替燃料製造用原料としてのサトウキビの需要

が増大したこと、ならびに、不作のためインドとタイがサトウキビ原料の輸出を縮小した

ことが原因となり、2006年に入りニューヨーク商品取引所でのサトウキビ原料の取引価格

が想定外の高値を記録するようになったのだ。たとえば、2月には 1ポンド（453.6ｇ）当

たり 19.65セント（t当たり 400ドル以上）を記録した。表 19からもわかるとおり、ロシ

ア政府は 1 ポンド当たり 12 セントを大きく上回るという事態は想定しておらず、ニュー

ヨーク商品取引市場での価格が同 9セントでも同 20セントでも、輸入関税は t当たり 140

ドルとなる。その結果、2006年に入りロシアに輸入される粗糖の価格は高騰し、それに引

っ張られる形で精糖の国内価格も急上昇した。2006年 5月 24日付の「コメルサント」紙

によれば、2006年初から 5月までの間に精糖の国内価格は 40％上昇したとされている。

これは、ロシアの砂糖用甜菜生産業者にとっては好ましい状況だといえるが、粗糖（サト

ウキビ原料）輸入業者や消費者にとっては当然ながら好ましい状況とは言えず、ニューヨ

ーク取引所での取引価格が 1ポンド当たり 17.51セントを上回った場合は段階的に輸入関

税を大幅に引き下げ、同 22.01セント以上になった時はゼロにすることを想定した新しい

輸入関税算定システムの導入が 2006 年春ごろから検討され始めたが、同年秋以降粗糖の

国際価格が急落し始めたこともあり、当該の新関税算定システムが導入されることはなか

った。 

 

３） 粗糖の輸入制限措置（2006年秋以降の状況） 

2006年秋から始まった粗糖（サトウキビ原料）の価格の下落傾向は、今度は、ロシアの

砂糖用甜菜生産業者に否定的影響を及ぼすようになった。1ポンド当たり 20セント近くを

記録した後、国際価格が急激に下落したものの同 10 セント前後の水準で推移しているた
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め、粗糖の輸入関税はずっと t当たり 140ドルとなっており、輸入される粗糖（サトウキ

ビ原料）に割安感が出てきたのである。それに加え、国内コストの全般的な上昇傾向の結

果（2006年の生産者物価指数は前年比で約 10％上昇した）、国内の砂糖用甜菜の栽培コス

トが上昇していることが、砂糖用甜菜生産者の危機感を煽ることとなり、粗糖に対する季

節関税の導入（砂糖用甜菜生産者の保護を目的とした新輸入関税算定システムの一時的導

入）を求めるロビー活動が 2006年末ごろから開始された。 

 

そして、恐らくこのロビー活動を受けてのことだと推測されるが、約 1 年後の 2007 年

秋になり、2007年 12月 1日から 2008年 5月 31日まで粗糖（サトウキビ原料）に対し

季節関税（新しい輸入関税算定システム）を導入することを規定した政府決定が公布され

た（「ロシア新聞」紙、2007.10.22）。この政府決定に基づき導入される季節関税率は以下

の通りとなっていた。①粗糖（サトウキビ原料）の国際価格が 1ポンド当たり 9セント以

上（1t当たり 198.43ドル以上）の場合は t当たり 220ドル（表 19で紹介している従来の

輸入関税算定方式では 1t当たり 140ドル）、②1ポンド当たり 8.3セント～8.99セント（t

当たり 182.99ドル～198.42ドル）の場合は t当たり 235ドル（本来は t当たり 164ドル）、

③1ポンド当たり 4.5セント～8.29セント（t当たり 99.22～182.98ドル）の場合は t当た

り 250ドル（本来は t当たり 180～250ドル）、④1ポンド当たり 4.49セント（1t当たり

99.21ドル未満）の場合は本来の算定方式と同じ t当たり 270ドル。なお、この季節関税

は、ロシアがWTOに加盟した場合、もしくは、粗糖の国際価格が t当たり 259.99ドル（1

ポンド当たり 12セント）を超えた場合は、期限前に撤廃されることになっている（「イン

ターファクス」、2007.12.3）。 

 

その後、2008 年 6 月 1 日～11 月 30 日までは、上記の季節関税は廃止され、従来の算

定方式（表 19）に基づき輸入関税率が決められていたが（具体的に言えば、この間の輸入

関税は t 当たり 140 ドルの水準で推移していた）、国内市場での粗糖価格の低迷に苦しむ

生産者側の要望を受け、2008年 12月 1日～2009年 5月 31日まで再び季節関税が導入さ

れることになった。その結果、2008年 12月には、輸入関税の額がそれまでの t当たり 140

ドルから 220ドルに一挙に上昇した。 

 

４） 粗糖の輸入制限措置がロシアの砂糖用甜菜の生産に与えた影響 

 1996年以降の砂糖用甜菜の収穫量・播種面積等の推移は表 20のとおりであるが、この

表からもわかる通り、粗糖の輸入割当制度が導入された 2001 年以降、砂糖用甜菜の総収

穫量や 1ha当たりの収穫量の数字に改善傾向が見受けられ、輸入割当制度も、粗糖の輸入

量の減少にはつながらなかったものの、砂糖用甜菜の生産指標の改善には一定の貢献をし

ていたことがわかる。これは、恐らく、輸入割当制度導入に危機感を抱いた大手粗糖輸入

業者に代表される大手資本が、2001年以降、砂糖用甜菜の栽培に積極的な投資を開始した
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ことが関係しているものと推測される。 

 

さらに、2004年から導入された新しい輸入制限措置（関税障壁）は、粗糖の輸入量の減

少に直結したこともあり、より大きな効果を生んだ。1ha当たりの収穫量の数字や総収穫

量の数字が大幅に改善された他、ロシアの精糖生産量に占める甜菜原料の精糖の割合も急

増し、2001～2003 年の時点では 30％前後だったものが、2004 年も 2005 年も 40％を大

きく上回り、2006年にはついに 5割を超えた（表 20）。 

 

表 20 砂糖用甜菜の収穫量・播種面積等の推移 

 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

播種面積（1,000ha） 

単位収穫量（t/ha） 

総収穫量（100万 t） 

810 

13.3 

10.8 

900 

16.9 

15.2 

806

17.4

14.1

773

19.9

14.6

809

21.9

15.7

924

22.7

19.4

851

27.7

21.8

805 

28.2 

21.4 

1002 

32.5 

30.9 

1064

29.2

29.0

精糖生産量（1,000t） 

うち甜菜原料のもの 

4,745 

1,274 

6,808 

1,520 

6,077

1,563

6,590

1,616

6,167

1,623

5,841

1,901

4,828

2,236

5,588 

2,503 

5,843 

3,197 

6,069

3,209

（出所）ロシア連邦統計庁。 

 

ただ、先に紹介した 2006 年秋以降の粗糖の内外価格の低迷の影響を受け、ロシアの砂

糖甜菜生産の利益率が大幅に下落している。慣性の法則が機能して、2006年と 2007年の

2年間は、砂糖用甜菜の播種面積、収穫量とも非常に高い水準を維持したが、2008年は播

種面積が 20％以上減少し、収穫量も 10％以上減少すると見込まれている（「アグロインヴ

ェストル」誌、2008.9）。2008年に限定すれば、粗糖の季節輸入関税の導入は充分な効果

を生まなかったといえる。2009年 5月 31日まで導入される季節関税も、粗糖の内外価格

の上昇というファクターが伴わない場合は、充分な効果を生まないものと予測される。 

 

５） 砂糖部門で活動する大手民間企業 

 ロシアには現在 90以上の製糖工場が存在するが、2006年時点で稼動していたのは約 80

であった。稼働中の工場の殆どすべてで、砂糖用甜菜と輸入粗糖（サトウキビ原料）の両

方の加工が可能となっている。ロシアの製糖工場は、すべてソ連解体以前（1991年以前）

に建設されたもので、中には 19 世紀後半に建設されたものも存在する。それらの古い工

場では勿論、設備の更新や増強は実施されているが、グリーンフィールド方式で新しい工

場を建設するという動きはあまり活発ではない。グリーンフィールド方式での新工場建設

計画そのものはいくつか存在するが、砂糖ビジネスの利益率がそれほど高くなく投資回収

期間が長期にわたることなどもあり（最低でも 10年以上かかるといわれている）、計画の

ままでなかなか実際に動きださないというのが実情となっているのだ。 

 砂糖分野では寡占化が進んでおり、数量ベースで年間 550 万～580 万 t、金額ベースで



 99

33 億～35 億ドルといわれる砂糖市場の約 80％が大手 10 社により占められている。大手

10社の中でも特に規模が大きいのはプロドイメクス、エヴロセルビス、ルスアグロ、ラズ

グリャイの 4社で、ロシアで稼働中の約 80の製糖工場のうち 46がそれら 4社の傘下に入

っている。以下で、それら 4社のプロフィールを紹介しておく（以下に示す数字は、すべ

て「セクレート・フィルムィ」誌（2007.4.16）からのものである）。なお、これら 4社は

いずれも砂糖用甜菜の栽培も積極的に行なっている。 

 

プロドイメクス（www.prodimex.ru） 1992 年に設立された会社で、当初は専ら精糖

と粗糖（サトウキビ原料）の輸入業務だけを行なっていた。その後、砂糖用甜菜の栽培と

その加工も手がけるようになり、現在は、15 の製糖工場と約 57 万 ha の農地を傘下にお

さめている（この 57万 haというのはロシアの農業企業のなかで最大の数字である）。2005

年の同社の精糖の生産量は約 90万 t、2006年は 110万 tとなっている。また、2006年の

同社の売上高は 5億 9,610万ドル、純利は 4,210万ドルとなっている。会長のフドコルモ

フをはじめとする幹部 3名が合計で、同社の株式の約 9割を保有している。 

 

エヴロセルビス（www.mk-euroservice.ru） 1991年に設立された持ち株会社で、穀物

および畜産ビジネスも手がけている（畜産ビジネスは赤字だといわれている）。同社はロシ

ア国内に 12の製糖工場を保有している他、約 30万 haの農地を管理運営している（その

他、同社はウクライナにも 6つの製糖工場を保有している）。詳細は不明だが 2008年夏ご

ろに資本関係が変化し、現在は、ネフチェガスモンタジセルビスという会社がエヴロセル

ビスの株式の 100％を保有しているようである。エヴロセルビスの経営は現在、上記のプ

ロドイメクスに委託されているが、後者には前者の株式の 51％を買い取る権利も与えられ

ているようである（「RBKディリー」紙、2008.8.12）。 

 

ルスアグロ（www.rusagrogroup.ru） 1995 年に設立された会社で、やはり当初は精

糖の輸入業務に従事していた。現在は、砂糖ビジネスの他、畜産、製油、作物（砂糖用甜

菜）栽培等も行なっている。傘下の製糖工場は 5つと比較的少ないが、そのいずれもが規

模が大きく、かつロシアの工場としては最も近代的だといわれている。 

 

ラズグリャイ（www.raz.ru） 同社のプロフィールは穀物の項で紹介したので、ここで

は同社の砂糖部門の実績数字のみを紹介しておく。傘下の工場数は 12 で、砂糖用甜菜と

輸入粗糖の処理能力の合計は順に 430万 t/年と 150万 t/年となっている。 
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６．内外の大手資本による農地買収の動き 

 

 穀物価格の上昇傾向が見え始めた 2006 年末ごろから、ロシア資本の農業企業や外資系

の投資ファンドがロシアの農地を獲得する動きが目立ちはじめている。 

 

 約 200社に達するロシア資本の大手農業企業グループの中で、積極的に農地の買収を行

なっているのは約 30で、それらの企業グループはそれぞれ 10万 ha以上の農地を傘下に

おさめている。それら 30 社の中でも特に保有する農地の規模の大きな企業グループとし

ては、プロドイメクス、ラズグリャイ、NAPKO、クラースヌィ・ヴォストーク・アグロ、

シベリア農業ホールディング、Valars、ユーグ・ルーシ等の名を挙げることができる（表

21）。 

外資系企業（4）の中で、最も積極的に農地の買収（もしくは、借地権の獲得）を行なっ

ているのは、Black Earth Farming（以下、BEF）（5）という会社である。同社は、スイ

ス在住のミハイル・オルロフという投資家、ならびに、外資系の投資ファンドのヴォスト

ーク・ナフタ（www.vostoknafta.com）と AB Kinnevik（www.kinevik.se）が中心にな

って設立された会社で、子会社の「アグロ・インベスト」を通し、2006年からロシアの農

地の取得を開始している。アグロ・インベストの会長のゾリグト・サハノフ（6）によれば、

同社は当初、クラスノダル地方とスタヴロポリ地方の農地を取得する予定だったが、取得

コストが高くつくことが判明したため、ターゲットをヴォロネジ州、タンボフ州、リペツ

ク州、クルスク州等に切り替え休耕地を中心に取得を開始した、とされている（「アグロイ

ンヴェストル」誌、2008.10）。2006～2007年の 2年間でアグロ・インベストは 2億 4,000

万ドルを投下し、現在までに約 30万 haの農地の取得に成功している。同社は 2009年ご

ろまで農地の取得を継続することを予定しており（カザフスタンやウクライナでの農地の

取得も検討しているようである）、農地面積は最大で 100万 haに達する可能性があるとさ

れている（「ヴェードモスチ」紙、2008.8.7）。 

 

もっとも、取得した面積の大半が休耕地ということもあって、播種面積は今のところ少

なく、2007年時点で 14万 3,000haにとどまっている（小麦、大麦、菜種、とうもろこし、

                                                  
(4) 筆者の認識では、外資はロシアの農地を取得できないはずだが、外資系の投資ファンドがどのような形

で農地を取得しているのかについては明確な情報を入手することができなかった。2008年7月21日付の

「ヴェードモスチ」紙には、外国企業の子会社は取得できないが、孫会社（ロシアの現地法人子会社とい

う意味であろう）なら取得が可能との情報が紹介されているが、その真偽ははっきりしない。この点は、

今後の調査の課題としたい。 
(5) BEFは 2007年にストックホルムの証券市場で株式の 28％を対象とする IPO（新規株式公開）を実施

し、2億 5,800万ドルを獲得している。赤字企業がこれほど高く評価されたのは、投資家たちの間で農業

ビジネスの将来性に対する期待感が非常に大きかったためだと推測される。現在の BEFの主要株主は、

Vostok Nafta （24.81％）、AB Kinnevik（19.45％）、オルロフ（約２％）、IPOでの売却分（28％）と

なっている。 
(6) 同氏は、かつて日本の協栄プロモーションのロシア CIS事務所の所長を務めた人物で、日本のスポー

ツ界や経済界に強いコネクションを持っているといわれている。 
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ひまわりが栽培されている）。また、休耕地の耕地への復元や農地の取得に資金がかかるこ

ともあり、同社は現時点では赤字企業で、2007年は売上げが 2,130万ドルに対し、純損失

が 2,150 万ドルに達していた。ロシアで農地の取得を積極的に行なっている BEF 以外の

外資系企業は以下の通りである（「ヴェードモスチ」紙、2008.7.21等より）。 

 

Trigon Agri（デンマーク） 投資グループ Trigon Capitalにより 2006年に設立された

会社。2008 年夏時点でペンザ州とサマラ州を中心に約 10万 haの農地（借地権分含む）

を保有していた。今後、農地の規模をさらに 5 万 ha 拡大すると共に、保有する農地での

作物栽培のために 2009年末までに約 1億ユーロが投下される予定となっている。 

 

Agrowill Group（リトアニア） 2003年に設立された会社で、2008年夏時点で、ロシ

ア国内の 15の農業企業を傘下におさめていた（穀物の播種面積の合計は約 9,000ha）。同

社は今後もロシアで積極的に農地を取得し、3～4年後には保有する農地の面積を 50万 ha

にまで増やすことを計画している。 

 

PAB アグロプロ 一応ロシア企業ということになっているが、実際は、英国の投資フ

ァンド RP Capital、イスラエルのトレーダーRodecom、Carigill関連のファンド（複）が

主要株主となっている。2007 年時点で、ロシア国内に 8 万 2,000ha の農地を保有してい

た（うち 6万 2,800haは休耕地）。 

 

ハートランド・ハルムズ 英国の投資ファンドHeartland Farmsにより 2000年に設立

された会社で、ペンザ州に約 1万 6,000haの農地を保有している（すべて借地権）。 

 

イヴォルガ・ホールディング（カザフスタン） 同社は、クルスク州、チェリャビンス

ク州およびオレンブルグ州に約 50万 haの農地を保有している。 
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表 21 大規模な農地を保有する内外の大手資本 

企業名 
傘下におさめる 

農地の面積（ha）
地 域 

プロドイメクス 

 

 

イヴォルガ・ホールディング 

 

ラズグリャイ 

 

 

 

 

シベリア農業ホールディング 

クラースヌィ・ヴォストーク・アグロ 

 

NAPKO 

 

BEF 

ルスアグロ 

ユーグ・ルーシ 

 

ナスチューシャ 

Trigon Agri 

ルスグレイン 

Valars 

PAVアグロプロ 

マクシマ 

チェルキゾヴォ 

570,000 

 

 

約 500,000 

 

416,000 

 

 

 

 

350,000以上 

350,000 

 

350,000 

 

300,000以上 

263,000 

200,000 

 

128,000 

100,000 

87,000 

85,000 

82,000 

50,000 

48,281 

ベルゴロド、オリョール、ヴォロネジ、ペンザ、

トゥーラ、サマラ、クラスノダル、バシコルト

スタン 

クルスク、チェリャビンスク、オレンブルグ 

ベルゴロド、ロストフ、クルスク、オリョール、

オレンブルグ、ヴォルゴグラード、サマラ、ク

ラスノダル、スタヴロポリ、アルタイ、バシコ

ルトスタン、タタールスタン 

n.a 

タタールスタン、クルスク、ヴォロネジ、ウリ

ヤノフスク、タンボフ 

リペツク、タンボフ、ヴォロネジ、ペンザ、サ

マラ、ウリヤノフスク 

中央黒土地帯 

ベルゴロド、タンボフ、ヴォロネジ 

ロストフ、ヴォルゴグラード、クラスノダル 

リペツク 

プスコフ、ペンザ、サマラ 

ロストフ、オムスク 

ロストフ、スタヴロポリ、クラスノダル 

黒土地帯 

ロストフ、クラスノダル 

タンボフ、リペツク、ペンザ 

（出所）「ヴェードモスチ」紙、2008.7.21. 

 

ルスグレイン・ホールディング この会社はロシア資本の会社だが、2005年に外国の投

資ファンドを対象に私募方式での株式売却を行っており、現在、複数の外資系投資ファン

ドが同社の株式を合計で 20％保有している。この会社は当初は穀物トレーダーだったが、

2003 年ごろから農業企業の買収を積極的に行なうようになっており、現在は、合計で 8

万 7,000haの農地を保有している（うち 5万 7,000haについては 10年の借地権を保有）。 
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７．金融危機がロシアの農業分野に及ぼした影響 

 

 世界的金融危機はロシアの農業分野にも否定的な影響を及ぼすようになっている。ロシ

ア政府もこの点を充分に認識しており、2008年 10月初旬に、ゴルジェーエフ農業大臣は、

「残念ながら、金融市場および銀行セクターにおける一定の問題が、現在、農業コンプレク

スの安定的活動に否定的影響を及ぼしつつあることを認めざるをえない」との発言を行な

っている（「RBKディリー」紙、2008.10.10）。否定的影響とは、具体的には、銀行による

貸し渋り、貸し剥がし、金利の急上昇等による影響のことを意味する。 

 

 たとえば、ザバイカリスクのある農業企業の幹部は、「９月にズベルバンクに対し、設備

投資用の資金 4,000万ルーブルの融資（期間２年）の申請を行なった。わが社はズベルバ

ンクとは長年の取引があり、通常であれば１週間で融資許可がおりるが、今回は、申請を

行なって数週間、何の音沙汰もなかった。つい最近、ようやく返答がきたが、これまで 12％

だった金利を 16％に引き上げると通告された」と語っている（「アグロインヴェストル」

誌、2008.11）。 

 

 このような事態を受け、これまで銀行や金融マーケットから積極的に資金を借り入れ事

業を拡大してきた中堅の農業関連企業を中心に、財務状況が急激に悪化するケースが目立

ちはじめている。たとえば、アルカダ、ルースキエ・マスラー、ジェルジャーバといった

中堅農業関連企業は、社債の利払いが行えない状態に陥っている。 

 

大手企業は、中堅企業と比較すると資金繰りが良好だといわれているが、それでも投資

プロジェクトの縮小を発表する企業が相次いでいる。たとえば、ストイレンスカヤ・ニー

ヴァのドレヴリャンスキー副社長は、「わが社の子会社のオスコリスカヤ・ゼムリャー社は、

農業生産設備の拡大・近代化計画をすべて見直すことになるだろう」と語っている（「RBK

ディリー」紙、2008.10.10）。また、ラズグリャイのイーゴリ・ポタペンコ社長も最近に

なり、５つの穀物倉庫の建設計画と６つの砂糖工場の近代化計画を断念するとの発表を行

なっている（「RBKディリー」紙、2008.10.22）。その他、ルスアグロ、チェルキゾヴォ、

ルスアグロプロム、OGO 等も、最近になり、投資計画を縮小の方向で見直す意向を表明

している。 

 

まとめ 

 

 今回紹介した農業分野の各部門ではロシア政府が積極的に支援策を講じているが、今の

ところ、あくまで主役は民間の大手資本であるように思われる。政府が積極的に支援を行

なっても、経済効率の低い部門では、不振が依然として続いている。その典型は、養牛部
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門である。養豚部門、砂糖用甜菜栽培部門等でも投資活性化の兆候は見えるが、その足取

りはまだ心もとなく、少しでも市況が悪化すると、途端に投資意欲が減退する傾向が見受

けられる。一方、経済効率が比較的高い養鶏部門や採油植物栽培部門では、政府の保護政

策が充分な効果を生んでいるように思われる。ロシア政府の農業振興策も、経済効率の高

さというファクターが伴わないと充分な効果を生まないと考えてよいであろう。換言すれ

ば、ロシア政府の農業振興策は、経済的合理性を有さない分野を救済しうるほど大規模な

ものではないと結論付けることも可能かと思われる。 

 

 穀物分野での政府の政策は、穀物の国内価格の安定と世界市場における穀物輸出国とし

てのプレゼンスの強化という 2つの目的を追求しているように思われる。穀物オペック構

想や国営穀物輸出会社設立構想を見ていると、どちらかといえば、政策の軸足は後者の方

に置かれているとの印象を受ける。恐らく、穀物輸出に対するロシア政府の介入の度合い

は今後さらに強まるのではなかろうか。また、一部の外資やロシアの大手資本による農地

買占めの動きや、穀物の内需の状況をみていると、ロシアの穀物の輸出ポテンシャルが今

後さらに高まるのもほぼ確実のような気がする。すでにその兆候は見えているが、恐らく

穀物は、ロシアにとってエネルギー産品とならぶ戦略的に極めて重要な輸出産品となるの

ではなかろうか。 




